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計画名 三条市障がい者計画 三条市障がい福祉計画 【新】三条市障がい児福祉計画

策定
根拠

障害者基本法
第11条第３項

障害者の日常生活及び社会生活を
総合的に支援するための法律

（以下、障害者総合支援法という。）
第88条第1項

児童福祉法
第33条の20第1項

期間 定めなし 3年（国の基本指針で定めあり） 3年（国の基本指針で定めあり）

計画
内容等

第11条第3項：市町村は、障害者基本計画
及び都道府県障害者計画を基本とするとともに、
当該市町村における障害者の状況等を踏まえ、
当該市町村における障害者のための施策に関
する基本的な計画を策定しなければならない。

第10条：障害者の自立及び社会参加の支
援等のための施策は、障害者の性別、年齢、
障害の状態及び生活の実態に応じて、かつ、有
機的連携の下に総合的に、策定され、及び実
施されなければならない。

第88条第１項：市町村は、基本指針に即し
て、障害福祉サービスの提供体制の確保その
他この法律に基づく業務の円滑な実施に関する
計画を定めるものとする。

第88条第2項第1号：障害福祉サービス、相
談支援及び地域生活支援事業の提供体制の
確保に係る目標に関する事項

第88条第2項第2号：各年度における障害福
祉サービス、地域相談支援又は計画相談支援
の種類ごとの必要な量の見込み

第88条第6項：市町村障害福祉計画は児
童福祉法第33条の20第1項に規定する市町
村障害児福祉計画と一体のものとして作成す
ることができる。

第33条の20第1項：市町村は、基本指針に
即して、障害児通所支援及び障害児相談支
援の提供体制の確保その他障害児通所支援
及び障害児相談支援の円滑な実施に関する
計画を定めるものとする。

第33条の20第2項第1号：障害児通所支援
及び障害児相談支援の提供体制の確保に係
る目標に関する事項

第33条の20第2項第2号：各年度における
指定通所支援又は指定障害児相談支援の種
類ごとの必要な見込量

計画
期間

H19.4～計画策定義務化
第1期 H19～H29年度（11年間）

第2期 H30～

H19.4～計画策定義務化
第4期 H27～H29年度（3年間）
第５期 H30～H32年度（3年間）

H30.4～計画策定義務化
第1期 H30～32年度（3年間）

１ 障がいに関する計画

障がい者計画の計画期間の変更（計画の整理・統合）
（H28.7.14理事者協議済み）
（H29.2.16市民福祉常任委員協議会報告済み）
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(1) 障がい者計画の計画期間の見直し

2 現状における課題と方向性

H15
2003

H16
2004

H17
2005

H18
2006

H19
2007

H20
2008

H21
2009

H22
2010

H23
2011

H24
2012

H25
2013

H26
2014

H27
2015

H28
2016

H29
2017

H30
2018

H31
2019

H32
2020

●「障害者虐待防止法」施行

●「障害者基本法」の改正●国連総会
「障害者の権利に関する条約」採択

●「障害者自立支援法」施行 ●「障害者総合支援法」施行

●「障害者権利条約(略称)」批准

●
「障害者差別解消法」施行

●
「障害者総合支援法」
及び「児童福祉法」
改正の施行

法整備の変遷

２

・国の障がい福祉施策、関連法令等
の変更が短期間で行われ、その都
度、制度や内容が見直されている。

・障がい者計画の計画期間を短期間
にする。

・国の福祉施策の見直しに的確に対
応し、地域のニーズにあった制度や内
容に反映させる必要がある。

現状 方向性課題

計画期間10年→短期間



(2) 障がい関係の計画を一体的に策定

2 現状における課題と方向性

H15
2003

H16
2004

H17
2005

H18
2006

H19
2007

H20
2008

H21
2009

H22
2010

H23
2011

H24
2012

H25
2013

H26
2014

H27
2015

H28
2016

H29
2017

H30
2018

H31
2019

H32
2020

第1期三条市
障がい福祉計画

第2期三条市
障がい福祉計画

第1期三条市障がい者計画

第4期三条市
障がい福祉計画

第3期三条市
障がい福祉計画

3

・地域の住民やサービス利用者、サー
ビス事業者は、障がい者計画と障が
い福祉計画の関連性がわからない。

・障がい者計画には、地域の障がい者
の状況を踏まえた具体的な取組を示
す必要があるが、現在、示されていな
い。

・計画の関連性をわかりやすくするた
め、新たに義務化された障がい児福
祉計画も含め３つの計画の計画期
間をあわせ一体的に策定する。

・生まれてから亡くなるまでの生涯を通
じた一貫した支援の在り方を示す。

三条市の
障がい計画

第2期三条市
障がい者計画

第5期三条市
障がい福祉計画

第1期障がい児
福祉計画新

・2つの計画の関連性を明確にし、かつ
誰もが分かりやすくする必要がある。

・地域の障がい者の状況を明らかにし、
具体的な取組を明示する必要があ
る。

現状 方向性課題

3つの計画→一体化

第２次健康増進計画
（改訂版）

第７期
介護保険事業計画

連携



2 現状における課題と方向性

三
条
市
障
が
い

者
計
画

基本理念

施策分野

施策の方向

第２期三条市障がい者計画
第５期三条市障がい福祉計画
第1期三条市障がい児福祉計画

基本理念

施策分野

施策の方向・取組

成果目標

サービス見込量

これまでの計画 新たな計画

重点取組事項

第3期

成果目標

サービス見込量

重点取組事項

第4期

成果目標

サービス見込量

第2期

成果目標

サービス見込量

第1期

成果目標

サービス見込量

(3) 施策体系の整理

障がい者計画

障がい福祉計画
障がい児福祉計画

・障がい者計画は、地域の状況を把握
した上で、施策や具体的な取組を示
す。

・障がい(児)福祉計画は、国の指針に
示されているとおり、成果目標・サービ
ス見込量を示す。

・障がい者計画の施策は、広範囲で
総花的になっている。

・本来、障がい者計画に定めるべき具
体的な取組を障がい福祉計画 に盛
り込んでいる。

・地域の状況を把握し施策や具体的
な取組を示す必要がある。

三
条
市
障
が
い

福
祉
計
画

4

方向性課題

総花的→必要性の高い課題について特化かつ具体化

施策の柱

現状



3 第1期三条市障がい者計画の施策の体系（計画期間：Ｈ19～29）

施策分野 施策の方向

３ 生活支援の充実

４ 保健医療体制の充実

５ 療育・教育の充実

６ 働く場の確保

７ 社会参加の促進

８ 安心とやさしさのまちづくりの推進

９ 情報・コミュニケーションの充実

２ 創意を生かした地域福祉活動の促進

1 心のユニバーサルデザイン

1 自立支援のためのサービスの充実
2 施設サービスの充実
3 相談支援の充実
4 生活安全支援の充実

1 障がいの予防・早期発見体制の充実
2 適切な医療の提供
3 リハビリテーションの充実
4 精神保健対策の充実
5 新たなニーズへの対応

1 住まいづくり・まちづくりの推進
2 移動・交通対策の推進
3 防災対策の推進
4 防犯対策の推進

1 地域活動・社会参加への参加促進
2 障がいスポーツの充実
3 趣味・文化活動の充実

1 啓発・広報活動の充実
2 福祉教育の充実
3 権利擁護の推進

1 ボランティア活動の推進
2 関係団体の育成、活動支援
3 マンパワーの充実

1 療育の充実
2 学校教育の充実

1 雇用、就業の促進
2 福祉的就労の場の充実

1 情報バリアフリーの促進
2 コミュニケーションの推進

共
に
創
り

共
に
支
え
合
う

ノ
ー
マ
ラ
イ
ゼ
ー
シ
ョ
ン
の
ま
ち

共に支え合う心をはぐく
むまち創り

施策の柱

健やかに安心して暮ら
せるまち創り

生きがいのある生活を
支えるまち創り

基本理念

10項目

4項目

11項目

4項目

6項目

13項目

17項目

14項目

4項目

取組 83項目

5



49

310 353 

0
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H26 H27 H28

4 第1期三条市障がい者計画の検証（その1）

施策分野 １ 心のユニバーサルデザイン

1 啓発・広報活動の充実

2 福祉教育の充実

3 権利擁護の推進

■障がい者福祉活動サポート交付金
社会参加活動の状況

■障がい者就労施設からの授産製品等の
調達実績

① 意思決定を支援するための相談事業の充実

今後の方向性

実施してきた主な取組 課題施策の方向

6

調達金額 単位：千円

現状

・サポート交付金を活用した活動を通じ
て、多くの地域の方々と交流を図ることが
できる機会になっている。

・障がいのある65歳以上の高齢者が毎年
30人以上増加しているが、成年後見制
度の利用が４件に留まっており、権利擁
護の取組が進んでいない。

・親亡き後を見据えた成年後見制度など
権利擁護をさらに進めるために、障がい
者一人一人のニーズを把握する必要が
ある。

・障がい者福祉活動サポート交付金
社会参加活動(Ｈ24～)

・市民ホールに就労施設の授産製品を
展示する福祉ギャラリー設置(H24～)

・三条市障がい者就労施設等からの物品
等の調達方針を策定(H25～)

・障がい者差別解消法の施行に伴い三条
市職員対応マニュアルを作成(Ｈ29)

276 250 243 

753 812 838 

1,794 1,809 1,871 

2,928 2,962 2,998 
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18歳未満 18～39歳 40～64歳 65歳以上

（5,751） （5,833） （5,950）

(50.9%) (50.8%) (50.4%)

■年齢構成別障がい者数の状況

526

3,167 3,763

0

2,000

4,000

H26 H27 H28

調達件数 単位：件
H24 H25 H26 H27 H28

1

育成会　すてっぷ

ひめさゆり　らいふ・すていしょん等

青空　青空地域生活支援センター等

グッデイいきいきサポートセンターまつり 1,000 1,000 1,500 1,700

2 県央　こすもす 花いっぱい活動 69 95 98 92

3 育成会　さくら さくら祭 250 300 400 400

4 地区育成会 そらたかくの開催 130 210 156

5 青空　ともしび工房、相談支援センター青空 精神保健福祉フォーラム 100 150 161 184

6 青空　きずなの会 きずな祭 120 191 200

7 長岡福祉協会　ケアステーション県央 県央フェス 75 67 92

8 県央　杉の子工房 収穫祭 300 400

9
ひめさゆり　ピュアハウス、レストランひめさゆり、

らいふ・すていしょん、あすなろの家
ひめさゆり福祉祭 180

10 県央　いからし工房 いからし工房太鼓クラブの演奏活動 56

11 県央　いからしの里、いからし工房
いからしの里・いからし工房

ふれあい感謝祭
300

参加者数計 280 1,505 2,250 2,573 3,368

交付決定事業者数 5 7 10 9 11

法人・事業者名等 活動名
参加者数　単位：人



477 537 576 

783 806 859 

3,821 3,820 3,800 
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（5,081） （5,163）
（5,235）

4 第1期三条市障がい者計画の検証（その2）

施策分野 ２ 創意を生かした地域福祉活動の促進

1 ボランティア活動の推進

2 関係団体の育成、活動支援

3 マンパワーの充実

① 意思決定を支援するための相談事業の充実

今後の方向性

■サービス等利用計画書作成件数■基本相談件数

7

6,408 

9,121 8,822 
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5,000
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■ボランティア団体の登録数

■ボランティア団体の会員数

■障がい者手帳交付数

身体

知的

精神

33 31 32 

0

20

40

H26 H27 H28

1,017 1,003 1,052 
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300

600

900

1,200

H26 H27 H28

・相談支援専門員は増員したが、増え続
ける計画相談や基本相談等に対応でき
ていない。

・知的・精神の障害者手帳の取得者は、
年々増加していることから、取得に関する
相談も増加している。

・増加する基本相談支援・計画作成支
援に対応するため、相談支援員の配置
及び相談支援体制を見直す必要があ
る。

・社会福祉協議会によるボランティア団体
への活動支援

・障がい者福祉活動サポート交付金
社会参加活動(Ｈ24～)再掲

・相談件数の増加に伴い、相談支援
専門員を増員(H28：4人→8人)

実施してきた主な取組 課題施策の方向 現状

■サービス等利用計画書の作成に要する時間
（相談支援専門員からの聞き取り）

【新規相談 】 12.5時間／１件…①
【モニタリング】 ６時間／１件（６か月に１回） …②
①＋②＝１件当たり18.5時間
１人当たり 年間計画作成時間 18.5時間×804件÷8人≒1,860時間
１日当たり 計画作成に要する時間

1,860時間÷240日≒7.7時間＋基本相談１日平均4.6件



4 第1期三条市障がい者計画の検証（その3）

施策分野 ３ 生活支援の充実

■月ヶ岡特別支援学校等の卒業者数
（中・重度）

② 中・重度の方の受け皿の確保

今後の方向性

■市内の中・重度受入れ事業所の状況

8

サービス
種別

障害
程度

知能
指数

事業所 定員
Ｈ28
利用
者数

Ｈ29
利用
者数

生活介
護

重度

重度
（療育
A）

ケアステーション
県央

20 31 31

いからしの里 56 57 61

すてっぷ 12 19 19

中度
（療育
A）

ピュアハウス 6 9 10

らいふすていしょん 18 27 27

計 112 143 148

就労継
続
B型

中度
中度
（療育
B）

いからし工房 34 38 40

杉の子工房 25 35 33

すてっぷ 30 30 30

さくら 15 16 16

ピュアハウス 20 20 20

ともしび工房 20 26 27

きずなの会 15 20 21

計 159 185 187

1 自立支援のためサービスの
充実

2 施設サービスの充実

3 相談支援の充実

4 生活安全支援の充実

・利用者は、毎年、知的障がいは10人程
度、精神障がいは4人程度増え続け、
2046年にピークを迎える。

・2016年から2046年の30年間に、中・
重度の利用者が131人増加する。

・生活介護と就労継続Ｂ型は、特に定員
に対して利用者が超過している。

・市内のサービス事業所では、定員を超え
た受入をしている状況であり、今後も利
用者の増加傾向は続くことから、中・重
度の受け皿の確保に向けた取組が必要
となる。

・障がい者拠点施設グッデイいきいきサポ
ートセンター設置(H24.7～)

・障がい者居住支援拠点施設長久の家
設置（サテライト型住居、地域活動支
援センター併設）(H28.6～)

・相談件数の増加に伴い、相談支援専
門員を増員(H28：4人→8人)

・地域自立支援協議会の設置(H19)

・障がい者ヘルプカードの導入(H28)

実施してきた主な取組 課題施策の方向 現状

■日中通所サービスにおける利用者数の推計

11 
10 

9 
8 

12 

15 

0

5

10

15

20

（単位：人）

サービス種別
所在
地

利用者数

知的障がい 精神障がい 全体

H28
2016年

H58
2046年

差
H28

2016年
H58

2046年
差

H28
2016年

H58
2046年

差

生活介護

市内 90 131 41 0 0 0 90 131 41

市外 64 93 29 1 2 1 65 95 30

計 154 224 70 1 2 1 155 226 71

自立訓練

市内 12 17 5 7 12 5 19 29 10

市外 0 0 0 2 3 1 2 3 1

計 12 17 5 9 15 6 21 32 11

就労継続Ｂ

市内 117 170 53 39 66 27 156 236 80

市外 10 14 4 0 0 0 10 14 4

計 127 184 57 39 66 27 166 250 84

就労継続Ａ

市内 10 15 5 4 6 2 14 21 7

市外 1 1 0 1 2 1 2 3 1

計 11 16 5 5 8 3 16 24 8

就労移行

市内 12 16 4 8 9 1 20 25 5

市外 4 5 1 3 4 1 7 9 2

計 16 21 5 11 13 2 27 34 7

地域活動支援セン
ター

市内 27 39 12 59 99 40 86 138 52

市外 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 27 39 12 59 99 40 86 138 52

合計

市内 268 388 120 117 192 75 385 580 195

市外 79 113 34 7 11 4 86 124 38

計 347 501 154 124 203 79 471 704 233

計131人



4 第1期三条市障がい者計画の検証（その4）

9

施策分野 ４ 保健医療体制の充実

1 障がいの予防・早期発見
体制の充実

2 適切な医療の提供

3 リハビリテーションの充実

4 精神保健対策の充実

5 新たなニーズへの対応

・特定健康診査受診率及び特定保健指
導実施率が目標値に達していない。

・精神の障害者手帳の取得者は、年々
増加している。

・年中児発達参観の実施により、今まで把
握できなかった要支援児を把握できるよ
うになった。

・相談会に保健師や外部臨床心理士に
加え、常勤の臨床心理士・言語聴覚士
等が従事したことにより、相談件数が増
加した。

・特定健康診査受診率及び特定保健指
導実施率の向上のための対策が必要で
ある。

・精神障がい者の自立支援医療につい
て、引き続き取り組んでいく必要がある。

・障がいの早期発見の機会である乳幼児
健診や年中児発達参観を着実に実施
する必要がある。

・多職種による子どもの発育・子育て相談
の継続実施が必要である。

・特定健康診査及び特定保健指導の実
施

・自立支援医療(精神通院医療)の給付

・妊婦健康診査の充実（Ｈ20・21）

・障がいの早期発見の機会として年中児
発達参観を実施（H26～）

・子育てや子どもの発育発達に関する相
談会の拡充（Ｈ25）

実施してきた主な取組 課題施策の方向 現状

今後の方向性

※１ 介護予防と健康づくりの推進

13,992 
14,617 

15,916 

12,000

14,000

16,000

18,000

H26年度 H27年度 H28年度

1,132 

1,205 
1,265 

1,000

1,100

1,200

1,300

H26年度 H27年度 H28年度

助成件数

■自立支援医療（精神通院医療）の推移

助成費

単位：件

単位：千円

■特定健康診査の受診率の推移

39.8 41.3 43.7

0

20

40

60

H25年度 H26年度 H27年度

市平均

（％） 目標受診率
60％

■特定保健指導実施率の推移

49.0
45.8

41.9
43.0

46.0
50.0

35.0

40.0

45.0

50.0

55.0

H25年度 H26年度 H27年度

市平均

実施率

目標実

施率

（％）

③ 発達障がいを含む障がい児の早期発見・
相談機会の確保

■年中児発達参観 実施状況

H26 Ｈ27 Ｈ28

実施施設数 29/35 29/34 31/33

参加児数 672人 685人 726人

要支援児数 48人 53人 58人

割合 7.1％ 7.7％ 8.0％

※新たな
要支援児数

ー 11人 20人

※ 年中児発達参観後に新たに支援のために個別の発達
支援計画を作成した児の数。全要支援児に対する計
画はＨ27年度から作成。



4 第1期三条市障がい者計画の検証（その５）

③ 発達障がいを含む障がい児への療育・教育の充実

今後の方向性

10

施策分野 ５ 療育・教育の充実

1 療育の充実

2 学校教育の充実

・保育士等から子どもの育ちサポートセン
ターに個別の発達支援計画作成に関す
る相談が多い。

・個別の発達支援計画の保護者との共有
率がＨ27：75.5％からＨ28：84.5％
と増加している。

・個別の発達支援計画により、保育所等と
小学校との連携強化が図られた。

・児童通所支援利用が増加している。

・特別支援学級在籍児童生徒数がＨ
25：260人からＨ29：307人と増加し
ている。

・特別支援サポーター数はＨ25：39人か
らＨ29：54人に増加した。

・個別の発達支援計画の保護者共有率
が100％に至っていないことから、今後も
保護者に対して障がいへの理解を含め
た支援の充実が必要である。

・計画の作成や保護者共有の推進のため
に、保育士等の資質の向上を図るととも
に、専門職スタッフによる支援が必要で
ある。

・増加する特別な教育的支援を必要とす
る児童生徒への適切な支援を行うため
に、特別支援サポーターの確保が必要
である。

・個々の発達に応じた療育機能の強化を
図るため、保育所等における個別の発
達支援計画の作成（H27～）、発達
支援コーディネーターの配置（H27～）

・子ども発達ルーム（児童発達支援事業
所）における支援の充実（スタッフの増
員・施設の充実H25～、利用者負担の
無料化H27～、相談支援事業所の指
定を受け、児童支援利用計画のための
相談業務を開始Ｈ27.11～）

・幼稚園、保育所(園)と小学校の連携の
推進

・特別支援教育指導員（Ｈ29～特別
支援サポーター）の増員

実施してきた主な取組 課題施策の方向 現状

■児童通所支援利用者延べ人数の推移（単位：人）

Ｈ24 Ｈ28

集団指導 875人 971人

言語指導 808人 759人

合計 1,683人 1,730人

Ｈ27 Ｈ28

作成件数（ａ） 208件 194件

共有件数（ｂ） 157件 164件

共有率（ｂ/ａ） 75.5％ 84.5％

■子ども発達ルーム(児童発達支援)
の延利用者数

■個別の発達支援計画の作成及び
保護者との共有状況

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

児童・生徒数 260人 248人 263人 275人 307人

■特別支援学級児童生徒在籍数
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2,287 2,401 2,460 2,478 

33 
29 38 43 37 
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167 702 

1,563 
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平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

児童発達支援 医療型児童発達支援 放課後等デイサービス



■民間企業の障がい者の実雇用率（Ｈ28）

1.92 1.93 1.99 1.99

0

1

2

3

国 新潟県 三条管内 三条市

4 第1期三条市障がい者計画の検証（その6）

施策分野 ６ 働く場の確保

単位：％

④ 就労先の確保・作業工賃の向上、情報共有機会の確保

今後の方向性
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■法定雇用率(2.0％)達成企業の割合 （単位：％）

達成, 

62.7 

達成, 

61.4 

達成, 

57.8 

達成, 

48.8 

未達成, 

37.3 

未達成, 

38.6 

未達成, 

42.2 

未達成, 

51.2 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

三条市

三条管内

新潟県

国

27,973 

37,708 

44,450 45,988 45,749 

55,954 

7,882 8,082 9,619 9,706 10,459 
11,439 

0
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40,000

50,000
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Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

Ａ型 Ｂ型

■就労継続支援の作業工賃の推移（単位：円）

県平均
14,378

県平均
61,468

（労働者数50人以上の民間企業が対象）

1 雇用、就業の促進

2 福祉的就労の場の充実

・一般就労の受入企業、就労体験する場
が少ない。

・一般就労への移行者は年間20人を目
標としているが、10人程度にとどまってい
る。

・就労継続支援Ａ・Ｂとも工賃は微増し
ているが、県平均を下回っている。

・平成30年４月１日から障がい者の法
定雇用率が引き上げ(2.0→2.2％)ら
れることから、更に一般就労者を増やす
ために、受入企業の開拓と企業・住民
等への啓発が必要となる。

・作業工賃のアップを図るため、高単価の
仕事の受注と販売品の見直しが必要で
ある。

・サービス事業所と企業等との情報共有
が不足しているため、情報共有機会を
確保する必要がある。

・アイエスエフネットライフの誘致（Ｈ27
～）

・障がい者雇用促進福祉奨励金の創設
（Ｈ27）

・工賃アップアドバイザーの設置(H28)

・障がい者福祉活動サポート交付金（自
立支援活動）(Ｈ24～)（再掲）

・障がい者就労施設等からの物品等の調
達の推進(H25～)

・特別支援学校等の卒業後の進路に関
する情報交換会の実施

実施してきた主な取組 課題施策の方向 現状

年度 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

人数 5 3 4 4 12 8 9 14 9 

■福祉施設から一般就労への移行者

Ｈ28



施策分野 ９ 情報・コミュニケーションの充実

施策分野 ８ 安心とやさしさのまちづくりの推進

4 第1期三条市障がい者計画の検証（その7）

施策分野 ７ 社会参加の促進

12
※２ 関連機関等と連携した取組の推進

今後の方向性

1 住まいづくり・まちづくりの推進

2 移動・交通対策の推進

3 防災対策の推進

4 防犯対策の推進

・各種助成制度により、住まいや移動・交
通の利便性の向上を図っている。

・災害時の福祉避難所の開設やヘルパー
を派遣する体制を構築している。

・公共施設等に設置してあるバリアフリー
設備を網羅したバリアフリーマップ等で情
報提供する必要がある。

・引き続き、関係機関等と連携し、障がい
者にとって安全で安心して暮らせるまち
づくりを推進していく必要がある。

・障がい者向け住宅整備の補助

・福祉タクシー利用料金の助成

・福祉機能を有した福祉タクシーサービス
福祉有償運送の創設(Ｈ21)

・福祉避難所・ヘルパー派遣協定締結
(H25)

実施してきた主な取組 課題施策の方向 現状

1 情報バリアフリーの促進

2 コミュニケーションの推進

・手話奉仕員や要約筆記奉仕員の派遣
を聴覚障がい者協会に委託し実施して
いる。
・声の広報さんじょうの貸し出しにより、視
覚障がいの方へ情報発信を行っている。

・高齢化等に伴う手話奉仕員の確保、育
成を図る必要がある。

・手話奉仕員設置(H11～)

・手話奉仕員派遣事業

・「声の広報さんじょう」の貸し出し

実施してきた主な取組 課題施策の方向 現状

1 地域活動・社会参加への
参加促進

2 障がいスポーツの充実

3 趣味・文化活動の充実

・日中活動や交流の場を提供し、外出の
機会や社会参加の場の確保を図ってい
る。

・サポート交付金を活用した活動によっ
て、地域との交流の機会を創出してい
る。

・引き続き、地域活動支援センターを活
用して趣味や創作などの自由な活動の
ほか、幅広い余暇活動を支援していく必
要がある。

・余暇活動(地域活動支援)センターを
長久の家に併設

・障がい者福祉活動サポート交付金
社会参加活動(Ｈ24～)再掲

実施してきた主な取組 課題施策の方向 現状



5 第４期三条市障がい福祉計画の検証（障がい者）

・親亡き後を見据え
たサービスの提供
体制づくり

・相談支援を中心と
した個別支援体制
の強化

・福祉サービスにおけ
る利用者負担の
公平性の確保

・大幅な収入アップに
向けた基盤整備

・受注機会の拡大や
自主製品の強化
に向けた取組

・障がい者居住支援拠点施設長久の家の建設
・地域活動支援センターの併設
・介護保険への移行の各種取組
・身体機能の維持に向けた各種取組 等

・相談支援専門員の増員（４人→８人）
・基幹相談支援センターの設置の方向性
・障がい者ヘルプカードの導入
・各分野における意見交換会、研修会の開催 等

・利用者負担における総合合算制度の導入
・上限管理制度における対象サービスの拡大
・紙オムツ給付制度の統合に伴う給付の拡大
・上記に伴う市単半額補助制度の廃止 等

・アイエスエフネットグループの誘致
・就労移行の拡充
・障がい者雇用福祉奨励金の創設
・工賃アップアドバイザーによる受入企業の開拓 等

・障がい者福祉活動サポート交付金を活用した各種取組
・工賃アップアドバイザーによる仕事の確保、販路の拡大
・障がい者優先調達に係る基本方針の策定及び実施
・単価契約物品への採用、廃棄パソコンの提供 等

13

・居住支援、余暇支援を行う支援体制が
整備された。
・障がい事業所から介護事業所につなぐ
仕組みが不在。

・相談支援専門員は増員したが、増え続
ける計画相談や基本相談等に対応でき
ていない。

・利用者負担の軽減が図られた。

・作業工賃は、H28実績で月額11,439
円と昨年比で980円増加しているもの
の、県平均を2,939円と大きく下回ってい
る。
・低単価、低工賃で仕事を行っている。

・高単価の仕事の受注に向けた取組を更
に進める必要がある。
・販売品の見直し、安定的な販路の開拓
及び安定収入に向けた仕事の確保がで
きていない。

Ⅰ 介護保険への
スムーズな移行

Ⅱ 相談支援
の充実

Ⅲ 就労先の確保

Ⅳ 作業工賃
の向上

課題現状実施してきた取組重点取組事項



６ 障がい児に対するこれまでの取組
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課題現状実施してきた取組
既存の取組に
おける課題

・組織の改編整備として、教育委員会に「子育て
支援課」（Ｈ20.４月）及び、教育機関として
「子どもの育ちサポートセンター」（Ｈ25.４
月）を設置
・一貫した支援の仕組みとして、子ども・若者総合
サポートシステムを構築（Ｈ21.10月）
・子育てサポートファイル「すまいるファイル」を導入
（Ｈ23.９月～）
・新たに実施した「年中児発達参観」（Ｈ26～）
を含め、これまでの事業を気づき、相談、支援の
視点で三条っ子発達応援事業として再編

・保育所等と小学校との連携について、情報交
換会、入学後の授業参観を実施（Ｈ23～）、
また個別の発達支援計画を活用した引継ぎ
（Ｈ27～）などを実施
・三条市子ども発達ルームのスタッフの増員及び施
設の充実（H25～）

・放課後児童クラブの支援員の増員及び児童クラ
ブ推進員の設置（H26～）

・乳幼児から就労・
自立に至るまで切
れ目なく一貫して、
個に応じた必要な
支援を総合的に受
けられ体制整備が
必要である。

・療育・教育の充
実

・特別な支援を要す
る児の増加に伴
い、放課後におけ
る対応の充実が必
要である。

・個に応じた支援について、切れ目な
く一貫して総合的に提供できる仕組
を構築することができた。
・「年中児発達参観」の実施により、
要支援児の早期の把握が進んだ。

・ 三条市子ども発達ルームのスタッフの
増員及び施設の充実により、支援の
必要な児が早期療育を受けやすく
なった。
・児童通所支援を利用する児童が増
加している。

・放課後児童クラブにおける支援の充
実を図ってきたが、療育的支援の必
要な児が増加し、専門的な支援の
必要性が高まってきている。しかし、
その受け皿となる放課後等デイサー
ビスの定員数が十分ではない。

Ⅴ 発達障がい
を含む障がい
児への適切な
対応（早期
発見、療育・
教育の充実、
福祉サービス
の充実）が必
要である。



７ 第２期三条市障がい者計画の体系（案）

施策体系

共に歩み 共に創り 共に支え合う 地域共生社会の実現（仮）
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基本理念

相談支援の充実
（①、Ⅱ）

受け皿の確保
（②）

介護保険へのスムーズ
な移行（Ⅰ）

作業工賃の向上
（④、Ⅳ）

発達障がいを含む
障がい児への適切な対応

（③、Ⅴ）

相談支援の充実

日常生活支援
の充実

障がいの早期発見
・確実な支援

●更なる相談支援専門員の確保と育成

●中・重度の方の受け皿の確保と支援の
仕組み

●家族の高齢化、障がい者の単身化への
対応

●障がい者の高齢化への対応

●福祉・企業等との連携と情報共有化のた
めのネットワークの構築
●低単価、低工賃への対応

●早期発見・相談の着実な実施

●発見から支援への確実なつなぎ

●支援体制の充実

検証結果から見えた
今後の方向性・課題

施策分野 施策の方向性

第1期三条市障がい者計画及び第４期三条市障がい福祉計画並びに障がい児に対するこれまでの取組の検証から、第２
期障がい者計画の施策体系を次のとおりとしたい。また、理念については、障害者基本法の目的に基づき、次のとおりとしたい。

基幹相談支援センター設置の方向性に
沿った取組の推進 など

具体の検討取組

・空家や空店舗等のサテライトとしての活用

・3法人連携のグッデイの機能強化 など

・介護保険事業所との連携 など

・障がい者福祉サポート交付金の活用
・工賃アップアドバイザーと法人の連携強
化
・チャレンジドオフィス（特例子会社の設
立）の実施
・雇用福祉奨励金の交付 など

情報共有機会の確保
（④、Ⅲ）

就労支援・
雇用促進

・年中児発達参観の着実な実施
・保護者への理解の促進
・発達支援コーディネーターを中心とした
個別の発達支援計画に基づく支援の
実施及び保育士等の資質の向上等
・通所支援に係るサービス量の確保
・特別支援教育に係るスタッフの確保

など
凡例：①～④は障がい者計画の今後の方向性

Ⅰ～Ⅴは障がい福祉計画・障がい児に
対するこれまでの取組の課題

※1は介護保険事業計画、健康増進計
画で対応
※２は国県及び市の関係機関や関係団
体と連携



８ 障がい福祉計画・障がい児福祉計画の掲載事項（成果目標とサービス見込量）

■成果目標の概要 【国の基本指針】

・訪問系サービス
・日中活動系サービス
・就労移行支援、就労継続支援、就労定着支援
・療養介護、短期入所
・居住系サービス
・相談支援

■サービス見込量の項目

児童発達支援、放課後等デイサービス、保育所等訪問支援、障が
い児相談支援、医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整する
コーディネーターの配置 など

相談支援事業、成年後見人制度利用支援事業、成年後見制度
法人後見支援事業、意思疎通支援事業、手話奉仕員養成研修
事業、日常生活用具給付事業、移動支援事業、地域活動支援セ
ンター事業 など

１ 福祉施設の入所者の地域移行への移行
（地域における生活の維持及び継続を推進）

２ 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築
（第7期介護保険事業計画と連携した保健・医療・福祉関係者
による協議の場を設置）

４ 福祉施設から一般就労への移行等
（就労への移行と就労後の定着を支援）

５ 障がい児支援の提供体制の整備等
（地域支援体制の構築、子育て支援施策等との連携等）

３ 地域生活支援拠点の整備
（居住支援のための機能整備）

※設定に当たっては、国の基本指針に即してこれまでの実績及び地域の
実情を踏まえて設定

※現在のサービスの利用者、新たに利用が見込まれる者など、成果目
標を達成するために必要な量を見込み設定

１ 障がい者（児）の項目

２ 障がい児の項目

障害者総合支援法で規定する障がい福祉サービスの提供体制の確保及び業務の円滑な実施のために、障がい福祉計
画・障がい児福祉計画に掲げる事項

障がい福祉サービス、相談支援及び地域生活支援事業の
提供の確保に関する成果目標

各年度の指定障害福祉サービス、指定地域相談支援又
は指定計画支援の種類ごとに必要な見込量

３ 地域生活支援事業に関する項目

16



９ 検討体制

三条市地域自立支援協議会組織図

個々の相談内容やニーズに基づき、関係者が集まって具体的な支援の手立て・役割分担等を話し合い、支援体制の構築を行う会議である。
また、関係機関が集まって進めていく会議の総称でもある。

17

報告

障がい者計画及び障がい福祉計画の策定等に関する協議は、三条市自立支援協議会が所掌していることから、新たに策定する障がい児福祉
計画を含めて同協議会で協議することとする。

個別支援会議
（実際のケース会議）

障がい者計画の施策の方
向・取組や障がい福祉計画
の内容の整理、サービス事
業所が抱えている課題の共
有及び課題解決のための手
法を必要に応じて検討する。

構成員は、市内の相談支援専門員（委託事業者）で、個別支援会議から上がってきた情報・課題・
課題解決の手法を集約し、全体会、各部会の議題や提出資料の調整を行う。
（庶務は、福祉課で行う。）

市内４法人と市で、障がい者計画の施策の方向・取組や障がい福祉計画の内容に
ついて、専門に整理及び検討を行う。

各部会や事務局会議で集約された情報・課
題・課題解決の手法をもとに、地域の関係者で情
報の共有や議題の協議を行う。
また、全体会を通して、課題解決に向けた取組
を市や事業主体に提案し、実現に向けた働きかけ
を行う。

個別支援会議
（実際のケース会議）

個別支援会議
（実際のケース会議）

個別支援会議
（実際のケース会議）

事務局会議

計画推進部会

全体会

計画推進作業部会

（毎月開催）

（随時開催）

（随時開催）

（随時開催）

・相談支援センターハート
・相談支援事業つなぐ
・相談支援センター青空
・相談支援事業所ひめさゆり
・アイエスエフネットライフ三条事業所



10 策定スケジュール

７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

・計画の現状、課題
の検討

（データ集計、対象範
囲、現状と課題、施策

の方向性など）

・理事者
協議

（計画の方
向性など）

・計画の素案作成
（事業内容の検討）

・理事
者協議
（概
要）

・議会
報告
（計画
案）

・パブリック
コメント

・計画推
進部会
（骨子
案の検
討）

・計画推
進部会
（概要
案）

・理事者協
議

（支援策の
在り方）

・全体会
（計画の
承認）
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計
画
策
定

理
事
者
協
議

自
立
支
援
協
議
会

議
会
・
そ
の
他

・県へ
報告

・議会
報告

（計画案
（パブコメ
後）)

・全体会
（骨子
案の検
討）

・計画推
進部会
（本編・
概要
案）

・計画推
進部会
（本編・
概要）


